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令和４年度に係る財政的援助団体等監査の結果に対する措置状況 

 

第１  監査の結果の報告 

   令和４年度に係る財政的援助団体等監査の結果については、令和６年５月17日に議会、

知事及び教育委員会に報告（令和６年５月17日付け北海道公報第505号で公表）した。 

第２ 監査の結果に基づき講じた措置 

 １  指摘事項に対する措置 

監査実施団体等 指  摘  事  項 講  じ  た  措  置 

医療法人豊和 

会 

 (1) 感染症医療提供体制整備事業費補

助金において、補助金の交付額は、

基準額と対象経費の実支出額とを比

較して少ない方の額を選定して算出

された額とされており、画像診断支

援プログラムをＣＴ撮影装置等と合

わせて整備する場合の基準額は、Ｃ

Ｔ撮影装置等１台の基準額を適用す

ることとされているが、ＣＴ撮影装

置等と画像診断支援プログラムをそ

れぞれ１台として基準額を適用して

補助金の交付額を算出するなどして

いたことから、補助金が7,408万

4,000円過大となっていた。 

 当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

医療法人社団 

北裕会 

 (2) 感染症病床確保促進事業費補助金

において、病床確保料は、新型コロ

ナウイルス感染症患者や疑い患者を

入院させるために確保した稼働病床

のうち空床となっている病床等が補

助の対象となるが、疑い患者病床に

患者が入院している期間を補助対象

とするなどしたため、補助金が１

件、965万6,000円過大となってい

た。 

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

医療法人王子 

総合病院 

 (3) 感染症病床確保促進事業費補助金

において、新型コロナウイルス感染

症患者専用の病棟等を設定する重点

医療機関として指定を受けあらかじ

め確保していた補助対象の病床の一

部を、院内感染の発生に伴い遡及し

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当
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て新型コロナウイルス感染症患者等

の入院医療を提供する医療機関とみ

なして補助対象とした病床と重複計

上するなどしたため、補助金が２

件、688万7,000円過大となってい

た。 

該金額の返納を確認しました。 

医療法人社団 

明生会 

（4）感染症医療提供体制整備事業費補

助金において、補助金の交付額につ

いては、整備した機器等ごとの補助

対象経費の実支出額と基準額とを比

較して低い方の額である補助基本額

の合計額となるが、一部の機器につ

いて、実績報告における補助基本額

を交付申請の補助基本額と同額とし

たことから、補助金513万1,000円が

過大となっていた。 

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

社会福祉法人 

北海道社会事 

業協会 

（5）新型コロナウイルス感染症医療従

事者宿泊支援事業補助金は、医療従

事者が基礎疾患を有する家族等と同

居しており帰宅することが困難であ

る場合等に宿泊施設に宿泊した経費

を補助の対象とするものであるが、

補助の対象とならない同居する家族

が新型コロナウイルス感染症に罹患

していることを理由として、宿泊し

た経費を補助の対象として交付申請

を行うなどしたため、補助金147万

2,300円が過大となっていた。 

 当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

医療法人重仁 

会 

（6）感染症医療提供体制整備事業費補

助金において、補助事業等実績報告

書を提出した後に消費税等の確定申

告により補助金に係る消費税等仕入

控除税額が確定したときには、その

金額を速やかに報告するとともに、

当該金額を返還しなければならない

こととされているが、消費税等の確

定申告を行い、補助金に係る消費税

等の額を控除したにもかかわらず、

報告、返還を行わなかったことか

当該団体に対し、消費税等仕入控

除税額に係る報告に当たっては、関

係通知等を遵守し、適切な事務処理

を行うよう指導しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 
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ら、補助金139万6,644円が過大とな

っていた。 

医療法人讃生 

会 

（7）感染症医療提供体制整備事業費補

助金等において、補助事業等実績報

告書を提出した後に消費税等の確定

申告により補助金に係る消費税等仕

入控除税額が確定したときには、そ

の金額を速やかに報告するととも

に、当該金額を返還しなければなら

ないが、消費税等の確定申告を行

い、補助金に係る消費税等の金額を

控除したにもかかわらず、報告及び

返還を行わなかったことから、補助

金３件、45万4,088円が過大となっ

ていた。 

当該団体に対し、消費税等仕入控

除税額に係る報告に当たっては、関

係通知等を遵守し、適切な事務処理

を行うよう指導しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

社会医療法人 

社団カレスサ 

ッポロ 

（8）看護職員等処遇改善事業費補助金

において、看護職員等の賃金改善及

び当該賃金改善に伴い増加する法定

福利費等の事業主負担分に充てられ

た経費の実績額を誤ったため、補助

金37万4,000円が過大となってい

た。 

当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

株式会社ほく 

と 

（9）緊急時介護人材確保・職場環境復

旧等支援事業費補助金において、高

齢者施設等で新型コロナウイルス感

染症に利用者が罹患した場合で、病

床ひっ迫等により、やむを得ず施設

内療養することとなったときは、施

設内療養者の入院期間を除く療養期

間に応じた額の補助申請を行うこと

ができるが、入院日数を療養期間に

含めるなどして積算を行ったことか

ら、補助金32万円が過大となってい

た。 

 当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

株式会社フジ 

ライフ 

（10）緊急時介護人材確保・職場環境復

旧等支援事業費補助金において、高

齢者施設等で新型コロナウイルス感

染症に利用者が罹患した場合で、病

 当該団体に対し、補助金額の算定

に当たっては、関係通知等を遵守

し、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 
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床ひっ迫等により、やむを得ず施設

内療養することとなったときは、施

設内療養者の入院期間を除く療養期

間に応じて補助申請を行うことがで

きるが、入院日数を療養期間に含め

るなどして積算を行ったことから、

補助金２件、20万円が過大となって

いた。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

社会福祉法人 

富門華会 

（11）軽費老人ホーム運営費補助金にお

いて、処遇改善支援費は、介護職員

等の賃金改善を行うために必要な費

用を補助基準額に加算することがで

きるが、介護職員等に対する賃金の

改善が行われていないにもかかわら

ず、補助基準額に処遇改善支援費を

加算したため、補助金16万5,730円

が過大となっていた。 

 当該団体に対し、介護職員等の賃

金改善を行うための処遇改善支援費

の算定に当たっては、関係通知等を

遵守し、適切な事務処理を行うよう

指導しました。 

 また、過大に受領していた補助金

については、返還の手続を行い、当

該金額の返納を確認しました。 

北海道漁業協 

同組合連合会 

（12）とど被害防止対策事業の執行につ

いては、補助事業者等は善良な管理

者の注意をもって行わなければなら

ないが、補助事業の執行に当たり、

業務の一部を他の団体に担わせ、実

績確認に必要な会計書類の一部を保

管していないなど、適切とは認めら

れない補助事業の執行体制となって

いた。 

 また、団体の規定では、会計処理

に関して、真実な報告を提供するこ

とや必要な会計事実を明瞭に会計表

示することなどとされているが、当

該補助事業に係る会計表示は行って

おらず、補助金の受払いのみを経理

処理していた。 

 当該団体に対し、関係法令及び団

体の規程に基づき、適切な事務処理

を行うよう指導しました。 

地方独立行政 

法人北海道立 

総合研究機構 

（13）コンピュータソフトウエアの使用

に当たっては、使用許諾契約に基づ

きソフトウエアを使用しなければな

らないが、正規品でないことを知り

ながら、不正に入手したソフトウエ

アを業務で使用し著作権を侵害した

 当該団体に対し、業務等の遂行に

当たっては、関係法令等を遵守する

よう指導しました。 
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ため、その賠償金として、１件、

8,273万3,200円の支出があった。 

医療法人秀友 

会 

（14）介護サービス提供基盤等整備事業

費補助金において、補助事業等を行

うために必要な調達を行う場合は、

原則として一般競争入札によるもの

とされているが、多床室の個室化整

備工事等の契約を行う際に契約の相

手方としての適格性を確認せずに特

段の理由もなく随意契約により契約

を締結していた。 

   また、その随意契約の相手方へ当

該工事に係る積算業務等を工事の予

算額を示した上で行わせていた。 

 当該団体に対し、補助事業等を行

うために必要な調達を行うに当たっ

ては、原則として一般競争入札によ

る契約手続を行うとともに、関係通

知等を遵守し、適切な事務処理を行

うよう指導しました。 

  ２ 指導事項に対する措置 

   (1) 団体に関するもの 

項    目 指  導  事  項 講  じ  た  措  置 

ア 事 業 の  

執行に関 

するもの 

  

 (ｱ) 子育て看護職員等就業定着支援事

業費補助金において、補助対象とな

る事業は、病院及び診療所に従事す

る職員のための保育施設を運営する

事業とされ、基準額には、日曜日や

休日等に保育サービスを提供した日

数に基準額を乗じた額が加算される

ことなどとされているが、保育した

休日等の日数を誤ったことから、補

助金が過大となっているものがあっ

た。 

 当該団体に対し、補助金額の算定に

当たっては、関係通知等を遵守し、適

切な事務処理を行うよう指導しまし

た。 

 また、過大に受領していた補助金に

ついては、返還の手続を行い、当該金

額の返納を確認しました。 

 (ｲ) 補助金を補助事業者である団体か

ら更に間接補助金等として他の団体

に交付する場合には、間接補助事業

者に対する支払を完了したときが補

助事業の完了となるが、補助事業完

了期限までに当該支払を完了してい

ないにもかかわらず、補助事業完了

期限内に事業が完了したとしている

ものがあった。 

 当該団体に対し、間接補助事業の補

助金に当たっては、関係規程に基づ

き、補助事業者への支払いを補助事業

完了期限内に完了するよう指導しまし

た。 
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 (ｳ) 私立専修学校等管理運営費補助金

において、補助事業等が完了したと

きは、補助事業等実績報告書に事業

決算の内容を記載した事業精算書を

添付し、知事に提出しなければなら

ないが、事業精算書に決算額ではな

く、予算額を記載して提出している

ものがあった。 

 当該団体に対し、補助金の実績報告

に当たっては、関係規程に基づき、適

切な事務処理を行うよう指導しまし

た。 

 なお、適正な事業精算書の再提出が

ありました。 

 (ｴ) 私立幼稚園等管理運営費補助金及

び私立専修学校等管理運営費補助金

において、補助事業等が完了したと

きは、補助事業等実績報告書に事業

決算の内容を記載した事業精算書を

添付し、知事に提出しなければなら

ないが、事業精算書に決算額ではな

く、予算額を記載して提出している

ものがあった。 

 当該団体に対し、補助金の実績報告

に当たっては、関係規程に基づき、適

切な事務処理を行うよう指導しまし

た。 

 なお、適正な事業精算書の再提出が

ありました。 

イ 契約に 

関するも 

の 

 (ｱ) 団体の規程では、契約金額が100

万円以上の契約を随意契約により行

おうとするときは、契約書を作成す

ることとされているが、児童福祉施

設等感染防止対策事業における請負

工事において、これを行っていない

ものがあった。 

 当該団体に対し、契約金額が100万円

以上の契約を随意契約により行おうと

する契約事務に当たっては、関係規程

に基づき契約書を作成し、適切な事務

処理を行うよう指導しました。 

 

 (ｲ) 物品購入の契約における履行確認

検査については、経理責任者等が指

定する検査員が行うこととなってい

るが、検査員に指定されていない者

が検査を行っているものがあった。 

 当該団体に対し、物品購入契約に当

たっては、団体の規程に基づき、適切

な事務処理を行うよう指導しました。 

ウ その他 

団体の経 

理に関す 

るもの 

 (ｱ) 社会福祉施設整備費補助金により

整備した就労支援施設については、

団体の事業年度の終期までに完成

し、障がい福祉サービスの提供に係

る事業を開始していることから、当

該年度の計算書類において財産とし

て計上することとなるが、これを行

っていないものがあった。 

 当該団体に対し、関係法令等に基づ

き、適切な事務処理を行うよう指導し

ました。 

 なお、計算書類の提出を受け、正し

く計上されていることを確認しまし

た。 
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(ｲ) 道産畜産物輸出コンソーシアム推

進対策事業費補助金においては、コ

ンソーシアムが事業実施主体である

とし、その要件の一つに、団体の規

約において、年度ごとの事業計画、

収支予算等を構成員が参加する総会

等により承認することが掲げられて

おり、団体においても規約を定め、

総会において、収支予算の議決を行

っているが、当該予算においてコン

ソーシアムの構成員が負担すること

とした会費について、構成員ごとの

負担額を定めず、その全額が未納と

なっていた。 

  そして、これにより不足する資金

を構成員のうちの特定の一者が立て

替えたままで、各構成員に請求がで

きないこととなっており、コンソー

シアムの会計手続上の運営に適切さ

を欠いているものがあった。 

当該団体に対し、会費の負担割合を

決定し、適切な事務処理を行うよう指

導しました。 

 (ｳ) 団体の規程では、予算及び事業計

画については、毎会計年度開始前

に、あらかじめ評議員会の意見を聴

いた上で理事会の議決を得なければ

ならないが、これらを行っていない

ものがあった。 

 当該団体に対し、予算及び事業計画

の議決に当たっては、団体の規程に基

づき、適切な事務処理を行うよう指導

しました。 

   (2) 道の部局に関するもの 

項    目 指  導  事  項 講  じ  た  措  置 

 ア 補助事業者において、補助対象と

ならない経費を含めて補助対象とし

たことなどにより、補助金が過大と

なっているものがあった。 

これらのことから、所管部局にお

いて、補助金の額の確定を適正に行

うとともに、団体に対して事務処理

を適切に行うよう指導することが必

要なものが11件あった。 

 当該団体に対し、過大に受領してい

た補助金については、返還の手続を行

い、当該金額の返納を確認しました。 

 また、補助金の額の確定に当たって

は、提出された実績報告書等の書類を

十分精査し、必要に応じて現地調査を

実施するなど、適切な事務処理に努め

ます。 
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イ 補助等事業者において、正規品で

ないことを知りながら、不正に入手

したソフトウエアを業務で使用し著

作権を侵害し、その賠償金を支出し

ていた。 

このことから、所管部局におい

て、法令遵守について団体を指導す

ることが必要なものがあった。 

当該団体に対し、業務等の遂行に当

たっては、関係法令等を遵守するよう

指導しました。 

ウ 補助事業者において、補助事業の

執行に当たり、業務の一部を他の団

体に担わせ、実績確認に必要な会計

書類の一部を保管していないなど、

適切とは認められない補助事業の執

行体制となっていた。 

また、当該補助事業に係る会計表

示は行っておらず、補助金の受払い

のみを経理処理していた。 

  これらのことから、所管部局にお

いて、団体に対して事務処理を適切

に行うよう指導することが必要なも

のがあった。 

 当該団体に対し、関係法令及び団体

の規程に基づき、適切な事務処理を行

うよう指導しました。 

 また、令和５年度補助金について、

当該団体から、本事業に係る収支予算

を計上したことを確認できる決裁書類

の写しを提出させて、事業計画と相違

ないことを確認するとともに、補助金

が事業対象者へ支払われた伝票等を確

認した上で、補助金の額の確定を行い

ました。 

エ 補助事業者において、工事の契約

を行う際に契約の相手方としての適

格性を確認せずに特段の理由もなく

随意契約により契約を締結してい

た。 

また、その随意契約の相手方へ、

当該工事に係る積算業務等を工事の

予算額を示した上で行わせていた。 

 このことから、一般競争入札に係

る手続などの事務処理を適切に行う

よう団体を指導することが必要なも

のがあった。 

 当該団体に対し、補助事業等を行う

ために必要な調達を行うに当たって

は、原則として一般競争入札による契

約手続を行うとともに、関係通知等を

遵守し、適切な事務処理を行うよう指

導しました。 

 


